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概 要 

平成時代（1989～2019 年）における新生児関連の医療訴訟を昭和後期の 13 年間（1975～1987 年）と比

較するとともに，新生児への対応を争点とする事例を分析した． 

訴訟の過半数を占めた疾患は，昭和後期では未熟児網膜症，平成では新生児仮死であった． 

平成時代の事例分析：ビリルビン脳症は，全ての事例で医療側の過失が認定されていた．新生児メチシリ

ン耐性ブドウ球菌（MRSA）感染症では，原因菌同定前でも抗 MRSA 薬の投与義務ありと判示した事例が

あった．脳室周囲白質軟化症では，出生後の呼吸管理との因果関係や家族への報告・説明の遅れと後遺障

害との因果関係を認めた事例があった．新生児急変では，うつぶせ寝関連は全て患者側勝訴，母子早期接

触および母子同室関連は全て医療側勝訴であった．呼吸障害関連では，検査・治療の適応について医師の

裁量を認めた事例が多いものの，「新生児学的にみて絶対適応」は裁量の範囲外と判示するものも見られた． 

 
      キーワード： 医療訴訟，判例，新生児疾患，新生児診療 

 
〈緒言〉 

新生児期は児にとってダイナミックな変化が起

こる時期であり，時々刻々と状況が変化する児への

対応の適否が明暗を分ける場合がある．医療スタッ

フが適切に対処することにより大多数は問題なく

経過するため，問題ないのが当然と誰もが受け止め

ている．しかし，その期待に反して事故や思いがけ

ない結果が生じると訴訟に発展する．特に，児が死

亡または脳性麻痺をはじめとする後遺障害を残し

た場合に訴訟に発展しやすい． 

最高裁判所の統計によると，2022 年 1 年間の我

が国の医療訴訟は 797件あり，そのうち小児科が 13

件（1.6%），産婦人科が 41 件（5.1%）を占めている
1)．新生児関連の訴訟は小児科だけでなく産婦人科

にも含まれていると推測されるが，54 件のうちに

占める新生児関連訴訟の割合は明らかではない．日

本新生児成育医学会医療訴訟問題検討委員会が

2015 年に行った調査によれば，新生児領域で現在

進行中の係争事例を抱える施設は 198 施設中 11 施

設（6%）であった 2)． 

新生児関連の医療訴訟では，産科管理や分娩時

期・分娩方法の決定の他，出生後の新生児に対する

処置，経過観察や病状説明が争点となることが多い．

分娩に関連して発症した障害は，過失の有無の判断

が困難な場合も多く医事紛争となりやすい．そこで，

紛争の防止・早期解決および産科医療の質の向上を

はかることを目的として，2009 年 1 月より産科医

療保障制度が開始され，その効果として産婦人科の

訴訟件数は制度創設前より半減している 3)．一方，

出生後の新生児に発生した事象に関し，裁判で指摘

された処置等の問題点や留意点の詳細は知られて

いない． 

この研究では，昭和後期の 13 年間と 30 年余の平

成時代における新生児関連の医療訴訟の状況を比

較するとともに，平成時代に提訴された医療訴訟の

うち新生児への対応を争点とするものを抽出し，示

唆に富む事例について，判例から読み取れる診療上

の留意点を分析した． 
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〈方法〉 

医療訴訟の事例の抽出にあたっては，昭和後期の

新生児領域の裁判は最高裁判所医療過誤関係民事

訴訟事件執務資料（1975 年から 1987 年の裁判例を

掲載）4) を基に，平成時代の新生児領域の裁判例は

判例検索データベースから抽出した．判例検索デー

タベースは，最高裁判所ホームページの裁判例検索

「裁判所‐Courts in Japan」5) と第一法規株式会社

が提供している総合法律データベース「D1-LAW」
6) を使用した．「新生児」「死亡」「脳性麻痺」「後遺

症」「医療訴訟」「医療過誤」「損害賠償」をキーワ

ードとして組み合わせて検索し，検索結果として表

示された裁判例の中から，新生児関連の損害賠償請

求に関する裁判例を抽出した．裁判例の詳細につい

て，判例検索ソフトに掲載されていないものについ

ては，判例タイムズ，判例時報などの法学雑誌，お

よび医学中央雑誌や Google，Yahoo!などの検索エン

ジンで補完した．なお，用語のうち「核黄疸」「カ

ンガルーケア」「胎児循環遺残症」は，それぞれ現

在新生児領域で通常使用される名称である「ビリル

ビン脳症」「早期母子接触」「新生児遷延性肺高血圧

症」に変更した． 

 

〈結果〉 

1．新生児診療に関連した医療訴訟の動向 

昭和後期，1975 年から 1987 年までの 13 年間に

提訴された医療過誤訴訟事件裁判数 328 件のうち，

新生児関連の訴訟は 59 件（18%）であった．内訳

は図 1 に示すが，過半数の 32 件（54%）を未熟児

網膜症関連が占めていた．一方，30 年余の平成時代 

に提訴された新生児関連訴訟は 160 件で，未熟児網

膜症関連の提訴は 1 件もなく，新生児仮死関連の提

訴が過半数の 85 件（53%）を占めていた．また，事

案が多岐にわたり，昭和後期には見られなかった新

生児急変関連の訴訟が，4 番目に多い 12 件（7.5%）

であった． 

 

2．平成時代における新生児診療に関連した医療訴

訟 

1989年 1月から 2019年 4月までに提訴された訴

訟のうち，新生児に対する処置などが争点となった

事案で，裁判の詳細が入手可能であった 33 件の内

容を表 1 に示す．なお，新生児仮死に関連した訴訟

については，新生児への対応が争点となったものの

みとした．33 件の裁判のうち，患者側の勝訴は上訴

審判決を含めて 19 件（58%）であった．これは，平

成時代の全ての医療訴訟の平均認容（患者側勝訴）

率 29.6%7) と比較して非常に高い． 

 

3．主な疾患の示唆に富む裁判例の分析 

1）ビリルビン脳症 

ビリルビン脳症についての事案では，経過観察義

務や説明・療養指導義務を怠ったか否かが争点とな

っており，全ての事例で裁判所は医療側の責任を認

め，患者側勝訴率は 100%であった． 

事例 3 で裁判所は，黄疸の経過観察の方法とし 

 

 

図 1．昭和後期と平成における新生児関連医療訴訟の内訳 
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表 1．平成時代における新生児への対応に関連した裁判事例 

事

例 

審理

開始 

一審 

裁判所 

事件記録 

疾患名等 罹患時の状況・経過等 転帰 
争点 

（新生児への対応に関するもの） 
判決 

1 
平成

元年 

青森 

(ワ） 

158号 

新生児急変 

（光線療法中） 

日齢 2 より黄疸に対して保育器内で光線療法中の

児（出生体重 2290 g）が，哺乳後 2 時間経過時に心

肺停止状態で発見、蘇生措置を施された． 

死亡 

1）死因は嘔吐したミルク誤嚥による

窒息か否か  

2）新生児室の乳児に対する注意義

務違反の有無 

医 

2 

平成

2年 

青森 

(ワ） 

73号 

ビリルビン脳症 

（ABO 不適合） 

児がABO式血液型不適合に基づく溶血性疾患によ

り高間接ビリルビン血症に罹患し，これによってビリ

ルビン脳症を発症した． 

脳性

麻痺 

1）脳性麻痺は ABO 不適合に起因す

るビリルビン脳症によるか否か 2）血

清ビリルビン値の測定および交換輸

血の機会を失った債務不履行の有無 

患 

3 

福岡 

(ワ） 

29号 

ビリルビン脳症 

高ビリルビン血症に対する光線療法後 3 日間血清

総ビリルビン値が上昇傾向であるにもかかわらず，

その後 2 日間は血清総ビリルビン値の測定を行わ

ず，イクテロメータの結果が上昇傾向でないとして退

院を許可し，後にビリルビン脳症を発症した． 

脳性

麻痺 

1）ビリルビン値の低下を確認しない

まま退院を許可した経過観察義務違

反の有無  

2）退院時指示内容が不適切か否か 

3）交換輸血が遅れた転院義務違反

の有無 

患 

4 

津 

(ワ） 

213号 

ビタミン K 欠乏性 

出血症 

ビタミン K 欠乏性出血症の予防としてビタミン K 製

剤の投与やへパプラスチンテストを実施されなかっ

た新生児が頭蓋内出血を発症した． 

死亡 

生後 1週および生後 1か月にビタミン

K 製剤投与による出血症予防策をと

らなかった債務不履行の有無 

患 

(医) 

5 
平成

3年 

大阪 

(ワ） 

360号 

ビリルビン脳症 

日齢 2 の血清総ビリルビン値が正常範囲内の低出

生体重児（出生体重 2380 g），日齢 3 に黄疸増強し

たが，多血症のため総ビリルビン値の測定に必要な

採血量が得られず専門病院に転送したところ，総ビ

リルビン値が異常高値で，直ちに交換輸血行うもビ

リルビン脳症を発症した． 

脳性

麻痺 

1）脳性麻痺はビリルビン脳症による

ものか否か  

2）慎重な黄疸推移の観察と治療可能

な施設への転院が遅れた債務不履

行の有無 

患 

6 

平成

4年 

静岡 

(ワ） 

13号 

新生児急変 

（うつぶせ寝中） 

仮死なく出生した日齢 1 の児（出生体重 3208 g）が

哺乳後うつぶせ寝で寝かされていた際，全身チアノ

ーゼの状態で発見され，心肺停止状態で蘇生措置

に反応しなかった． 

死亡 

1）死因は柔らかいタオル上でのうつ

ぶせ寝による窒息によるものか否か 

2）うつぶせ寝において柔らかいタオ

ルを敷き，看護師による観察体制をと

っていなかった義務違反の有無 

患 

7 

東京 

(ワ） 

1120号 

ビリルビン脳症 

（ABO 不適合） 

新生児の黄疸が強いにもかかわらず，血清ビリルビ

ン値の計測を自ら行うか他の機関に委託することも

しなかったため，交換輸血の機会を失った． 

脳性

麻痺 

高ビリルビン血症の児の血清ビリル

ビン値を追跡せず，退院の再に経過

観察等につき両親に適切な説明をし

なかった注意義務違反および説明義

務違反の有無 

患 

8 
平成

5年 

山口 

(ワ) 

231号 

MRSA 股関節炎 

低出生体重および重症新生児仮死で入院中，日齢

16 に CRP が上昇し抗菌薬の投与を受けるも，5 日

後に右大腿部が腫脹し化膿性股関節炎と診断．血

液および膿の培養でMRSAが検出され抗MRSA薬

の投与を行った． 

後遺

障害 

1）重症仮死児の後遺障害に MRSA

感染症との因果関係があるか  

2）児の MRSA 感染に対する適切な

治療が遅れた注意義務違反の有無 

医 

(患) 

9 

平成

7年 

那覇 

(ワ) 

818号 

呼吸障害 

（RDS） 

前置胎盤出血のため在胎 34 週で帝王切開にて出

生した早産児について，新生児仮死に対して気管挿

管による蘇生を行い，その後 RDS に対して人工肺

サーファクタント投与を行い人工呼吸器管理を継続

したにもかかわらず，日齢 1に児の呼吸状態が急速

に増悪した． 

死亡 

RDS および気道狭窄による死亡につ

き，細い気管チューブによる気管挿

管，気管吸引の不備，人工肺サーフ

ァクタント追加投与をしなかった過失

の有無 

医 

10 

東京 

(ワ) 

15435号 

新生児急変 

（うつぶせ寝中） 

日齢 3 の児が新生児室のコットにうつぶせ寝で寝か

されていた際，心肺停止状態に陥り，蘇生措置を行

ったが，低酸素性脳症による重度脳性麻痺の後遺

症を残した． 

死亡 

心肺停止が仰臥位の際と同じ布団と

枕の使用による鼻口部圧迫を起因と

する窒息であるか否か 

患 

11 
平成

9年 

静岡 

(ワ) 

236号 

MRSA 股関節炎 

出生後頻回の嘔吐などで小児科入院を継続してい

た日齢 9 の児が発熱し，血液培養で MRSA が検出

され抗 MRSA 薬が投与された．その後股関節部が

腫脹し，その 7日後に整形外科受診して化膿性股関

節炎と診断，手術を受けた． 

運動

機能

障害 

MRSA を起因菌とする化膿性股関節

炎の早期発見および結果回避のた

めの（整形外科への診察依頼をすべ

き）注意義務違反の有無 

患 

12 
平成

10年 

大阪 

(ワ) 

186号 

PVL 

低出生体重児（在胎 31週，出生体重 1716 g）が，出

生時蘇生措置後，手術室から未熟児室までの搬送

中に呼吸不全となり，未熟児室到着後に気管挿管と

人工呼吸器管理，および生後 1 時間後に人工肺サ

ーファクタント投与を受けたが，4か月後の健診の際

に発達の遅れを指摘された． 

脳性

麻痺 

1）出生後および搬送中の呼吸管理

における過失の有無  

2）呼吸管理と脳性麻痺の因果関係 

3）脳性麻痺の診断に関する説明義

務違反の有無 

患 

(医) 

13 

平成

11年 

東京 

(ワ） 

23764号 

呼吸障害 

（新生児一過性 

多呼吸） 

在胎 39 週に児頭骨盤不均衡のため帝王切開で出

生したが，その後血液混入物の嘔吐と多呼吸あり．

酸素投与下に新生児科に転院搬送となったもの

の，日齢 1に呼吸状態が増悪した． 

死亡 

重度の新生児一過性多呼吸および

新生児遷延性肺高血圧症を認識して

いながら，動脈血液ガス分析の採取

を行わず人工呼吸器管理が遅れた

過失の有無 

医 

14 不詳 8) 
呼吸障害 

（胎便吸引症候群） 

緊急帝王切開にて羊水混濁下に出生した新生児に

対し，気管挿管による気道吸引・洗浄や人工呼吸療

法を行わず，酸素投与のみで管理したところ呼吸状

態悪化し，高次病院に転送． 

死亡 

1）気道吸引，気管内洗浄，血液ガス

分析等の検査，気管挿管による人工

呼吸療法を行わなかった医師の過失

の有無  

2）早期に高次病院に転送しなかった

過失の有無 

患 
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表 1．平成時代における新生児への対応に関連した裁判事例（つづき） 

事

例 

審理

開始 

一審 

裁判所 

事件記録 

疾患名等 罹患時の状況・経過等 転帰 
争点 

（新生児への対応に関するもの） 
判決 

15 
平成

12年 

東京 

(ワ） 

631号 

新生児急変 

（うつぶせ寝中） 

入院中の新生児がうつぶせ寝で寝かされていた際

に突然死した． 
死亡 

死因が不適切なうつぶせ寝によるか

否か 
患 

16 

平成

13年 

仙台 

(ワ） 

147号 

GBS 髄膜炎・敗血

症 

日齢 2の新生児（出生体重 2630 g）が哺乳不良とな

り，2 時間後 CRP 陽性，その後けいれんが出現，さ

らに 4 時間後に転送された専門施設で GBS による

早発型敗血症及び髄膜炎の診断で治療を受けた． 

重度

機能

障害 

GBS 髄膜炎・敗血症の症状を看過し

て抗生剤投与等を行わず，転医すべ

きNICUの探索を自ら行わなかった観

察義務違反，転医義務違反の有無 

患 

17 

神戸 

(ワ） 

1691号 

MRSA 髄膜炎・ 

敗血症、膝関節炎 

日齢 9 の新生児に発熱と哺乳力低下・活気低下が

あり，血液・髄液検査の結果細菌またはウイルス感

染による髄膜炎と診断され，抗菌薬と抗ウイルス薬

の投与を受けた．その後も発熱は続き壊死性腸炎を

発症．他院に転院し開腹手術を受けたところ腹水か

ら MRSAが検出され，髄膜炎・敗血症はMRSAによ

るものと診断．抗 MRSA 薬投与が開始されたが，そ

の後両膝の化膿性関節炎と診断された． 

運動

機能

障害 

1）MRSA 感染予防策における過失の

有無  

2）MRSA 感染症への治療が遅れたこ

とに対する過失の有無 

患 

18 

平成

15年 

名古屋 

(ワ） 

528号 

PVL 

超低出生体重児（在胎 28週，出生体重 820 g）が出

生後より気管挿管による人工呼吸器管理を受けた．

日齢 3に抜管，人工呼吸器から離脱しその後退院し

た．2歳時に施行のMRI検査で PVL と診断． 

脳性

麻痺 

1）呼吸管理と児のPVL発症の因果関

係の有無 2）呼吸管理における注意

義務違反の有無 

医 

19 

大阪 

(ワ) 

6862号 

呼吸障害 

（新生児仮死） 

緊急帝王切開で出生した重症仮死の児に対して，

バッグ・マスク換気と胸骨圧迫を生後 30 分の間続け

た後に気管挿管した．その後高次病院に転送した

が，低酸素性虚血性脳症となった． 

死亡 

1）出生直後から気管挿管を実施しな

かった医師の過失の有無  

2）気管挿管について手技上の過失の

有無 

医 

20 

平成

16年 

前橋 

(ワ） 

306号 

遅発型GBS敗血症 

日齢 25 の新生児が発熱し出生産婦人科を受診．そ

の後ショック状態になり小児科に入院し化膿性髄膜

炎及び敗血症性ショックと診断．その後髄膜炎から

脳炎を併発し，後に重度後遺障害を残した． 

死亡 

児の発熱の際に必要な検査・治療が

できるよう専門診療施設への転送が

遅れた転送義務違反の有無 

医 

21 

東京 

(ワ） 

1069号 

呼吸障害 

（新生児一過性 

多呼吸） 

帝王切開にて仮死なく出生した新生児（出生体重

2802 g）につき，多呼吸持続，その後酸素化不良と

なり小児科に転科．小児科医は新生児一過性多呼

吸と診断し酸素投与を行ったが，呼吸状態改善せず

日齢 2 に気管挿管・人工呼吸器管理を開始．日齢 3

に新生児遷延性肺高血圧症の合併と診断．日齢 7

からリポ PGE1，その後 PGI2を併用して徐々に呼吸・

循環状態は改善し退院した． 

脳性

麻痺 

1）出生後の呼吸障害に対して適切な

呼吸管理を怠った過失の有無  

2）専門診療施設への転医が遅れた転

送義務違反の有無 

医 

22 
平成

17年 

名古屋 

(ワ） 

1874号 

大腸菌髄膜炎・ 

敗血症 

日齢 3 の新生児（出生体重 3068 g）が発熱したが，

医師は 3 時間後に診察するも経過観察のみとし，さ

らに 2 時間半後に易刺激性と顔色不良も認めた段

階で専門施設に転送．大腸菌による敗血症および

髄膜炎と診断，治療を受けるも水頭症となった． 

重度 

後遺

障害 

1）児の発熱の際に必要な検査・処置

を講じなかった過失の有無  

2）専門診療施設への転送が遅れた転

送義務違反の有無 

患 

23 
平成

18年 

大阪 

(ワ） 

7884号 

PVL 

極低出生体重児（出生体重 1142 g）に関し，医師は

日齢 15 に PVL を認識するも児の入院中に PVL に

ついて説明を行わなかった．生後 9か月の健診の際

に児の生育の遅れについて母から相談を受けるも，

PVLについて報告・説明せず，その 2か月後に他院

にて診察と検査を受け PVL と診断． 

脳性

麻痺 

1）PVL 罹患を報告・説明しなかった説

明義務違反の有無  

2）脳性麻痺に対する適切な治療を行

わなかった注意義務違反の有無 

患 

24 
平成

19年 

横浜 

(ワ） 

762号 

MRSA 膝関節炎 

低出生体重児（出生体重 2382 g）が生後 5日に発熱

し CRP 上昇．抗菌薬を投与したがその後も発熱が

続き，新生児室内に複数の MRSA 保菌者がいるこ

とから 2 日後に抗 MRSA 薬を投与．その後右膝に

腫脹・発赤出現し化膿性膝関節炎と診断．整形外科

による手術治療を要した． 

運動

機能

障害 

1）児を MRSA に感染させない義務違

反の有無  

2）児の MRSA 感染を早期に発見・治

療を行うべき義務違反の有無  

3）早期に膝関節炎の治療を行うべき

義務違反の有無 

患 

25 
平成

20年 

東京 

(ワ） 

37026号 

大動脈弁狭窄症 

産科退院時まで心雑音は指摘されておらず，1 か月

健診でも異常所見がみられなかった新生児が，生後

40 日に嘔吐・低体温に引き続き心肺停止となり死

亡．剖検で死因は先天性大動脈弁狭窄症による急

性左心不全と判明． 

死亡 

遅くとも 1か月健診時には心疾患の診

断をして専門病院に転医させるべき

医師の注意義務違反の有無 

患 

26 
平成

21年 

大阪 

(ワ） 

12064号 

ビリルビン脳症 

低出生体重児（出生体重 1824 g）の血清ビリルビン

値が生後約 14 時間で 9.4 mg/dL，約 16 時間で 9.2 

mg/dL となった．医師は『村田の基準』を満たしてい

ない，数値の低下が見られる等を理由に光線療法を

行わなかった．その後，児に痙攣等の症状が発現

し，総ビリルビン値がさらに上昇した段階で光線療

法を開始したが，ビリルビン脳症を発症． 

脳性

麻痺 

1）光線療法開始に医師の裁量が認め

られるか否か  

2）光線療法の開始が遅れた医師の義

務違反の有無  

3）ビリルビン脳症と脳性麻痺の因果

関係の有無 

患 

27 
平成

22年 

仙台 

(ワ) 

2349号 

新生児急変 

（母子同室中） 

授乳のため生後約 3時間より母子同室としたところ，

その 4 時間後に自発呼吸なし，徐脈･全身チアノー

ゼの状態で発見（母親は児の上に覆うかぶさるよう

に入眠）された．蘇生措置後に専門施設に転送． 

脳性

麻痺 

1）児を母親に引き渡す際の安全確認

義務違反の有無  

2）母子同室中の観察義務違反の有

無 

医 
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図 2．村田の基準 
赤点は事例26（出生体重1824 g）のビリルビン値の推移． 

 

て，経皮的黄疸計測（イクテロメータ）は血清ビリ

ルビン値測定の代用にならないと判示した．さらに，

この事案で裁判所は，医師が退院時に「児が手足を

かたくしたりミルクを飲まなくなったら連れてく

るように」と簡単な指示だけして 1 週間後の外来受 

 

診としたことに対し，退院後の経過観察の必要性を

具体的かつ明確に理解させるように指導し，家族が

症状の変化を見落とす可能性を考慮して，できるだ

け早期の外来診察日を指定すべきであったと指摘

した．事例 26 では光線療法開始基準の採用が争点

となったが，裁判所は，基準の選択は医師の裁量に

委ねられていると判示した．一方，『村田の基準』

（図 2）における生後 24 時間以内の点線で示され

た光線療法開始基準の解釈について，裁判所は，総

ビリルビン値が日齢 1 の基準値を超えた場合，光線

療法を開始しないことは裁量の範囲外とした． 

 

2）新生児メチシリン耐性ブドウ球菌感染症 

新生児メチシリン耐性ブドウ球菌（methicillin-

resistant Staphylococcus aureus：MRSA）感染症に関

する 4 件の裁判は，1 審では全て患者側勝訴だが，

うち 1 件は控訴審で医療側勝訴となった．争点は病

院内の MRSA 感染予防対策およびMRSA 感染症診

断・治療の過失の有無であった． 

事例 8 において裁判所は，新生児細菌感染症に対

するエンピリックな抗菌薬投与後の CRP 上昇，発

症前に児が MRSA 保菌状態であること，感染防御

表 1．平成時代における新生児への対応に関連した裁判事例（つづき） 

事

例 

審理

開始 

一審 

裁判所 

事件記録 

疾患名等 罹患時の状況・経過等 転帰 争点（新生児への対応に関するもの） 判決 

28 

平成

23年 

大阪 

(ワ） 

6299号 

新生児急変 

（早期母子接触中） 

新生児（在胎 37週，出生体重 2855 g）に対して出生

直後から早期母子接触が行われた．その継続中で

ある生後約 2 時間に自発呼吸なく顔面蒼白・全身弛

緩の状態で発見され，蘇生措置等が施された． 

脳性

麻痺 

1）早期母子接触実施とその後の低

酸素脳症の因果関係  

2）早期母子接触実施に関する説明

義務違反 

医 

29 

福岡 

(ワ） 

2092号 

新生児急変 

（母子同室中） 

出生後より，啼泣や吸綴反射が確認される度に助

産師が授乳のため新生児を新生児室から母親のベ

ッドに移動させていた．母子同室後，助産師が観察

していない間に児は心肺停止状態に陥っており，蘇

生措置を施された． 

脳性

麻痺 

1）新生児の体温管理義務違反の有

無  

2）母乳以外の栄養を与える栄養管理

義務違反の有無  

3）母子同室時の危険回避義務違反

の有無  

4）病院スタッフにおける窒息防止義

務違反の有無 

医 

(患) 

30 

松山 

(ワ） 

1337号 

新生児急変 

（早期母子接触中） 

仮死なく出生した児（出生体重 2685 g）に出生直後

から早期母子接触が行われた．低血糖が判明して

一旦母子接触を中断．ブドウ糖を飲ませた後，皮膚

色・呼吸状態・体温とも問題なく母子接触を再開し

た．その 30 分後に児が自発呼吸なく全身蒼白の状

態で発見され，蘇生措置が行われた． 

脳性

麻痺 

1）早期母子接触に関する説明義務

違反および自己決定権侵害の有無 

2）低血糖に対する治療・再検査義務

違反の有無  

3）脳性麻痺と低血糖の因果関係 

医 

31 

宮崎 

(ワ） 

837号 

新生児急変 

（母子同室中） 

帝王切開にて出生の児が，約 2 時間後から病院の

産後措置でにより母子同室で過ごした．生後約 12

時間後に心肺停止状態になっており，蘇生措置後に

転送するも，低酸素性虚血性脳症と診断． 

重度 

後遺

障害 

早期母子接触後の母児同室中の経

過観察における注意義務違反の有

無 

医 

32 

平成

26年 

神戸 

(ワ） 

1751号 

低血糖 

SGA児（在胎 40週、出生体重 2124 g）が，保育器収

容中の生後 3日目に哺乳不良と顔色不良を呈した．

医師は血糖値測定を行わず保温の指示だけで様子

をみたところ，吐血後に心肺停止．蘇生措置を行っ

て専門施設に転送したが，低血糖症および新生児

低酸素性虚血性脳症による孔脳症と診断． 

脳性

麻痺 

1）血糖値測定義務違反と後遺症との

間の因果関係の有無  

2）NICU のある施設への迅速な搬送

を怠った転送義務違反の有無 

患 

(医) 

33 

広島 

(ワ） 

770号 

新生児急変 

（母子同室中） 

仮死なく出生した日齢 1 の新生児（出生体重 2880 

g）が母子同室での授乳中に突然動かなくなり，心肺

停止状態となった．直ちに蘇生措置が行われ心拍

は再開したが，低酸素性虚血性脳症となった． 

脳性

麻痺 

1）母児同室での授乳における監視ま

たは経過観察義務違反の有無  

2）容態急変についての説明義務違

反の有無 

医 

MRSA, メチシリン耐性黄色ブドウ球菌； RDS，新生児呼吸窮迫症候群； PVL, 脳室周囲白質軟化症； GBS，B 群溶血性連鎖球菌； 

SGA，在胎不当過小児． 

判決：医，医療側勝訴；患，患者側勝訴；患（医），一審は医療側勝訴も上訴審で患者側勝訴；医（患），一審は患者側勝訴も上訴審で医療

側勝訴． 
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機能低下（早産，低出生体重，仮死）状態にあるこ

とから，発症後早期に MRSA が原因菌である可能

性を予見できたとして抗 MRSA 薬投与の遅れを指

摘した．ただし控訴審では，MRSA 感染の早期診断

は困難であったとして医療側の過失を否定してい

る．事例 24 では，児の発熱時に新生児室において

MRSA 保菌児が多発しており，別の原因菌が具体的

に想定されない状況であれば，原因菌の同定前でも，

感染症発症時点で抗 MRSA 薬の投与義務があった

と判示した． 

 

3）新生児低血糖症 

在胎不当過小（small for gestational age：SGA）児

が低血糖症に陥り後遺症を遺した事案では，裁判で

医師の過失が認められている． 

事例 32 について一審は，医師の血糖値測定義務

違反を認めながらも，低血糖と脳障害との因果関係

は否定した．一方控訴審では，児は低血糖状態がス

トレスとなって急性胃粘膜障害を発症し，出血性シ

ョックから低酸素性虚血性脳症を発症したとして，

医師の血糖値測定義務違反と後遺症の因果関係を

認めた． 

 

4）脳室周囲白質軟化症 

脳室周囲白質軟化症（periventricular leukomalacia：

PVL）に関連した訴訟では，分娩時期の決定など産

科管理が争点となるものが多いが，出生後の新生児

への対応が争点となった事例が 3 件あり，うち 2 件

は争点が新生児に対する呼吸管理であった．また，

3 件中 2 件が患者側勝訴であった． 

事例 12 において，一審は児の脳性麻痺の原因を

先天異常としたが，控訴審は PVL によるものと判

断した．また，医師は新生児呼吸窮迫症候群

（respiratory distress syndrome：RDS）発症について

万全の予防措置と厳重な呼吸管理を行うべきとし，

手術室からの搬送中に医師が付き添って呼吸管理

をしなかったこと，人工肺サーファクタント投与が

遅れたことを指摘し，呼吸管理の過失を認定した．

さらに，この過失は，早産と相まって出生後から低

酸素状態を繰り返して PVL 発症の一因となったと

判示した．一方事例 18 では，肺損傷や感染症等の

合併症回避のための早期の人工呼吸器離脱が新生

児医療では重要であること，および抜管後の無呼吸

が許容内であることから，呼吸管理上の過失を否定

した．事例 23 で裁判所は，PVL 罹患の事実，予後

としての脳性麻痺，早期運動療法の必要性，具体的

な経過観察等について，児の退院までに家族に報

告・説明をすべきであったとして担当医の報告・説

明義務違反を認めた．さらに，生後 9 か月の健診に

おいても脳性麻痺の可能性を診断できず，運動療法

開始が遅れたとして経過観察・治療義務違反も認め

た．ただし，報告・説明を行う時期に関しては，家

族が強い精神的衝撃を受けることが予想されるの

で，両親の精神状態，障害児に対する理解，事実を

受容する能力，信頼関係などの諸事情を考慮する必

要があり，基本的には合理的な医師の裁量に委ねら

れていると付け加えた． 

 

5）新生児急変 

33 件の医療訴訟のうち新生児急変に関する訴訟

は 10 件で最も多く，うち，うつぶせ寝関連 3 件，

早期母子接触関連 2 件，母子同室関連 4 件であっ

た．新生児急変の患者側勝訴率は 44%で，うつぶせ

寝による突然死は 3 件すべて患者側勝訴であるの

に対し，早期母子接触および母子同室関連の急変は

全て医療側勝訴であった． 

うつぶせ寝関連の事例 10 で裁判所は，不適切な

（仰臥位用の）寝具を使用したうつぶせ寝によりふ

とんや枕等で鼻口部が圧迫され，低酸素状態となっ

て嘔吐を引き起こした結果吐物を吸引して窒息死

したものと推認するとともに，児に異常が生じてい

ないかを肉眼又は機器により継続的に観察又は監

視すべき注意義務を怠ったとして，医療側の過失を

認めた． 

早期母子接触関連は，全て脳性麻痺の後遺症であ

った．事例 28 で裁判所は，呼吸停止の原因は不明

として，分娩後の頻回訪問や機械的モニタリングに

よる経過観察義務違反を否定した．事例 30 で裁判

所は，早期母子接触は医療行為ではない自然な行為

として，病院側の説明に関する過失を否定するとと

もに，早期母子接触中の常時監視を義務付けている

病院は少ないとして，観察についての過失も否定し

た． 

母子同室中の新生児急変 4 件では，死亡 1 件，重

度後遺障害 3 件であった．母子同室関連の事案で

は，母子同室後の医療者の観察方法とともに，母子

同室の適正についての事前評価が問われていた．事

例 27 で裁判所は，母子同室にする際，母の児に対

する管理能力の確認や母児の監視を行う義務は，事

故の発生を予見し得た場合に限られるとして，安全

確認・監視義務違反を否定した．一方事例 29 で裁

判所は，授乳中の常時監視義務は認めなかったが，

出産後入院期間中の母児への指導や観察は必要で

あり，新生児の容態急変やその際の母親の対応困難

が予見される場合には，危険回避の措置を講じるべ

きとして経過観察義務違反を認めた．しかし控訴審

では，児の呼吸停止の原因は特定できず，事故発生

の予見は困難として医療側の過失を否定した． 

 

6）呼吸障害 

児の呼吸障害への対応を争点とする訴訟は，平成

時代では 5 件あり，うち 4 件は児が死亡し，1 件は
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脳性麻痺となっていた．争点となる対応は，血液ガ

ス分析等重症度評価のための検査，気管挿管・人工

呼吸療法導入，高次施設への転送で，判決は 3 件が

医療側勝訴，2 件が患者側勝訴であった． 

RDS 関連の事例 9 では，細い気管チューブによ

る挿管および人工肺サーファクタント再投与の未

施行と児の死との関連性が争点となったが，裁判所

は医師の過失を否定した．新生児一過性多呼吸関連

の事例 13 と 21 で裁判所は，動脈血採取ではない経

皮動脈血ガス分析による児の呼吸状態の判断や人

工換気療法導入について，医師の裁量を認め過失を

否定した．胎便吸引症候群関連の事例 14 8) では，

新生児遷延性肺高血圧症（ persistent pulmonary 

hypertension of the newborn：PPHN）発症の認識とそ

の対応が争点となった．裁判所は，血性痰や経皮的

動脈血酸素飽和度（SpO2）の低下などから PPHN の

発症が明らかで，頻回に血液ガス分析等の検査が行

われていれば PPHN の早期診断が可能であり，転院

先の病院で適切な治療が行われていれば児は死を

免れた可能性が高いとして，医療側の過失を認めた． 

 

〈考察〉 

周産期領域における医事紛争を分析した報告は

散見されるが 9)，新生児診療に特化した医療訴訟に

関する検討は，海外ではいくつかみられるものの 10) 

11)，国内では今回の報告が初めてである．ただし，

全ての訴訟事案が判例検索データベースに掲載さ

れてはいないため，今回の研究において新生児関連

の医療訴訟が網羅できていない可能性がある．また，

示談・和解で終了した医事紛争はデータベースに掲

載されない．司法統計によると，2022 年における全

ての医事関係訴訟事件のうち 52.7%が和解 12) とな

っているため，実際の訴訟件数は今回提示する件数

の約 2 倍にのぼる可能性がある．以下，主な疾患別

に争点および判決内容に考察を加える． 

 

1）ビリルビン脳症 

新生児黄疸の評価における経皮的黄疸測定の信

頼性が争点となった事例があった．経皮的黄疸測定

には，皮膚の黄染の度合いを 5 段階の標準色調と比

較して血清総ビリルビン値を推定するイクテロメ

ータと，光を用いて皮下組織（血管内外）に存在す

るビリルビン濃度を測定する（ミノルタ黄疸計と呼

ばれる）黄疸計があり，ベッドサイドで簡便な非侵

襲的測定が可能である 13)．イクテロメータは同一

測定値でも血清総ビリルビン値の幅が広く 14)，現

在では用いられていない．一方，ミノルタ黄疸計は

イクテロメータより信頼性は高いが，これも真の血

清総ビリルビン値を示しているのではなく，黄疸の

程度が強い場合に経皮ビリルビン値と血清ビリル

ビン値との解離が大きくなるという報告もある 15) 

16)．また，光線療法中および中止後 24 時間は皮膚

だけが白くなるため，血清値との乖離が大きくなり

信頼できない． 

黄疸治療開始基準も争点になっていた．我が国で

最もよく使用されている黄疸治療開始基準は，『村

田の基準（村田・井村の基準）』17) 18) と『中村の基

準』19) である．2018 年の静岡県内の病院および産

科クリニックの調査報告によれば，49%が『村田の

基準』，35%が『中村の基準』を採用していた 20)．

『村田の基準』における生後 24 時以内の点線（図

2）については，生後 24 時間以内に発症する早発黄

疸はビリルビン脳症へ発展する危険性が高いこと

を鑑みれば，点線の基準を越えていても治療をしな

いとの裁量ではなく，この点線以下の値でも治療を

開始する裁量を医師に委ねていると考えられる． 

黄疸のある児の退院時の説明については，昭和時

代のビリルビン脳症訴訟でも裁判所は，「何か変わ

ったことがあったらすぐに診察を受けるように」と

いう一般的な注意を与えるだけの対応では不十分

であるとし 21)，また別の事案でも，「黄疸の増強を

白目（の色調）で判断」という指示では不適切であ

るとしている 22)． 

 

2）新生児 MRSA 感染症 

MRSA 感染症の裁判で重要な点は，医療側の過失

が認定された理由として，MRSA 感染症の早期診断

または早期治療が適切に行われなかったことを指

摘していることである．原因菌同定前の抗MRSA薬

投与について，法的な注意義務は「投与が望ましい」

場合ではなく「投与すべき」場合に限定される 23)．

しかし，そのどちらであるかの判断は裁判所によっ

て異なるが，患者が MRSA 保菌状態であったり周

囲に MRSA 保菌者が多数存在する場合は，後者と

判断されている判例が多い． 

成人に関する裁判を含めて MRSA 院内感染事例

においては，院内感染そのものが医療側の責任であ

ると判断されるのはごくまれである 24)．つまり，感

染経路が不明である場合が多く，患者の死亡や後遺

症の原因が医療側のミスや不十分な院内感染防止

策によるものか，因果関係がはっきりせず医療側の

責任を問いにくい．ただし，院内感染予防策（院内

感染対策委員会の設置，院内感染防止マニュアルの

策定・実行など）が充実していることが医療側の責

任を否定する大きな要素である 24)． 

 

3）新生児低血糖症 

新生児低血糖症では，中枢神経症状として活気不

良，けいれん，無呼吸，易刺激性など，交感神経症

状として頻脈，振戦，冷汗などの症状がみられるが，

すべて非特異的であり症状から低血糖症を診断す

るのは難しい 25)．その上，特に中枢神経症状が出現
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するときはすでに神経細胞にダメージが生じてい

る可能性がある． 

SGA 児のほか，早産児，低出生体重児，巨大児，

糖尿病母体からの出生児など，新生児低血糖症のリ

スク因子や疑わしい症状がみられる場合には，血糖

値を測定することが重要である．しかし，新生児に

おいては明確な低血糖の定義や治療介入の閾値が

ない．過去には，成熟児は 35 mg/dL 未満，低出生

体重児では 25 mg/dL 未満といった血糖値が低血糖

の基準とされたり，臨床的に安全と思われる閾値と

して 40～50 mg/dL が基準として使用されてきた 26)．

米国小児内分泌学会では，生後 48 時間未満では 50 

mg/dL 以上，生後 48 時間以後は 60 mg/dL 以上を目

標血糖値とする低血糖の管理基準を示しているが，

安全な一律の血糖値を設定することは困難として

いる 27)．したがって，診療施設ごとに血糖値測定の

対象と測定のタイミング，介入すべき血糖の閾値を

設定する必要がある． 

 

4）PVL 

PVL のリスク因子は，早産に加えて，胎児期から

出生後のいずれかの時期の虚血や感染であり，出生

前は胎児機能不全，前置胎盤，絨毛膜羊膜炎など，

出生時は新生児仮死など，出生後では重度の無呼吸

発作，動脈管開存症，敗血症，晩期循環不全などが

あげられる 28)．ただ，PVL の受傷時期は出生前が

高率とされているが，特定は困難なことが多い．ま

た，PVL は新生児特定集中治療室（neonatal intensive 

care unit：NICU）入院中の頭部超音波検査や頭部

MRI検査で診断されることが多いが，症状は新生児

期にははっきりしないことが多く，生後数か月以降

に運動の遅れが顕在化し，その後脳性麻痺（典型例

では両下肢の痙性麻痺）と診断される 28)．退院時に

大きな問題がないと説明された後，外来フォローで

障害が残ることを説明されることでトラブルに発

展する可能性がある．したがって，NICU 入院中に

PVLの所見を認めた際には，家族の受け入れ等に留

意しつつ説明を行う必要がある． 

 

5）新生児急変 

新生児急変事例は，我が国では 10 万出生あたり

17.6～23.3 例，このうち死亡事例が 1.3～1.7 例，重

度後遺症事例が 3.1～4.2 例と推計されている 29)．

また，産科医療補償制度原因分析委員会が 2016 年

までに原因分析した 1182 事例のうち，出生時に新

生児蘇生を要する異常兆候がなく，生後 5 分以降に

新生児蘇生を要する予期せぬ新生児急変を認め，重

度脳性麻痺と診断された事例は 45 例（3.8%）であ

った 30)．このうち 27 例は母子同室中の急変であり，

さらにそのうちの 10 例は早期母子接触中の急変で

あった． 

表 2．早期母子接触および母子同室実施の留意点 

早期母子接触（日本周産期・新生児医学会 2012 年） 

1） 分娩施設は，早期母子接触実施の有無にかかわ

らず，新生児蘇生法（NCPR）の研修を受けたス

タッフを常時配置し，突然の児の急変に備える

とともに，「新生児の蘇生法アルゴリズム」を分

娩室に掲示してその啓発に努める． 

2） 各施設の実情に応じた早期母子接触の「適応基

準」「中止基準」「実施方法」を作成する． 

3） 妊娠中に新生児期に起き得る危険状態が理解

できるように努め，早期母子接触の十分な説明

を妊婦へ行い夫や家族にも理解を促すが，その

際，有益性や効果だけではなく児の危険性につ

いても十分に説明する． 

4） 分娩後に早期母子接触希望の有無を再度確認

した上で希望者にのみ実施し，そのことをカル

テに記載する． 

母子同室（日本周産期・新生児医学会 2019 年） 

1） 母子同室中の急変は母と添い寝中の急変が最

も多く，母子はベッドを共有せず児は仰臥位

とする． 

2） 母子同室を実施するにあたっては，新生児蘇

生法プログラム（NCPR）を修得したスタッフ

を配置する． 

3） 急変時に蘇生をする場所をあらかじめ定めて

おき，蘇生に必要な物品を準備する． 

4） 急変時の緊急コール体制を決める． 

5） 各施設の実情に応じた母子同室の「適応基準」

「中止基準」「実施方法」を作成する． 

6） 妊娠中に，母子同室の十分な説明を妊婦へ行

い夫や家族にも理解を促す． 

7） 分娩後に母子同室希望の有無を再度確認した

うえで実施し，そのことを記録する．  

 

うつぶせ寝は，生理学的には睡眠時間が長く静睡

眠が増える，嘔吐が少なくなる，早産児では呼吸機

能が上昇し酸素化効率が上昇する，などの利点が報

告されている 31)．一方で，うつぶせ寝の乳児で乳幼

児突然死症候群（sudden infant death syndrome：SIDS）

の発症例が多いことが報告され，米国小児科学会か

らは乳児期早期まではうつぶせ寝を避けるよう勧

告が出されている 32)．判例の傾向として，仰向け寝

の場合は（窒息ではなく）SIDS と認定されやすい

が，うつぶせ寝の場合は，「ずさんな看護による窒

息死」として過失責任を問う患者（遺族）側と「SIDS

で責任はない」と主張する医療側との対立を招く．

厚生労働省が 2005 年より SIDS の診断基準に解剖

の義務付けを取り入れて厳格化しており 33)，剖検

が行われない場合，SIDS が認定されにくい傾向が

ある． 

早期母子接触は，出生した児の体温，呼吸，循環

を安定させるとともに，母子愛着形成や母乳育児を
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促進させるとして，近年多くの分娩施設で取り入れ

られている．しかし，実施中に心肺蘇生を必要とす

る新生児急変も報告されている 34)．産科医療補償

制度再発防止ワーキンググループは，1）早期母子

接触中の急変 10 例は全例生後 2 時間以内でうち 8

例は夜間帯に発生，2）最後に児に異常がないこと

が確認されてから急変が発見されるまでの時間は

10～32 分間，3）10 例全例が児の急変時にパルスオ

キシメータの装着はなく，医療スタッフが母子と同

室にいない状態であった，4）10 例中 9 例は直接授

乳中，5）10 例のうち児の異変に母親が気づいたの

は 2 例のみ，と報告している 29)．早期母子接触の実

施にあたっては，日本周産期・新生児医学会より留

意点が示されている 35)（表 2）． 

母子同室の頻度として厚生労働省は，病院では

637 施設中 491 施設（77.1%），有床診療所では 156

施設中 136 施設（87.2%）と報告している 36)．前述

の産科医療補償制度原因分析委員会から報告され

た生後 5 分以降の急変による重度脳性麻痺 45 例の

うち，早期母子接触中を除く 17 例が母子同室中の

急変であった 30)．母子同室の実施についても，学会

より留意点が示されている 37)（表 2）． 

 

6）呼吸障害 

呼吸障害の児に対する血液ガス分析や経皮的モ

ニタリング，気管挿管，人工換気療法の導入につい

て医師の裁量を認め，これらを実施していないか実

施が遅れた場合でも過失を否定した判例が多い．し

かし，人工換気療法の適応について明確に示した判

例（事例 13）もある．そこでは，「人工換気療法の

適応基準はいつの時点でも普遍で絶対的なものと

いうのではなく，相対的な基準と認識すべきである

が，新生児学的にみて絶対適応がある場合には，当

然その適応に従うべきであって，担当医師の裁量が

入る余地はない」としている．新生児学的な人工呼

吸管理の適応と考えられるものとして成書には，

「SpO2 90%を維持するのに 50%以上の酸素濃度を

必要としたり，呻吟などの呼吸障害の症状が改善し

ないとき」38) または「強い無呼吸」39) と記されて

いる． 

呼吸障害に関する裁判事例では，呼吸状態が急激

に悪化して死亡しているか，呼吸不全の状態が遷延

しているものであるが，これは PPHN の続発による

と推測される．現在では，PPHN の病態や必要な検

査・診断要件も明確になっており，治療も一酸化窒

素（nitric oxide: NO）吸入療法が標準的治療になっ

ている 40)．そのため，医師の裁量が入る余地は限ら

れてきていると考えられる． 

 

今回の検討において，新生児診療に関連する医療

訴訟では，出生後にみられる様々な病的状態に対し

て適切な診断・治療，経過観察，報告・説明，高次

施設への転送が行われなかったことが原因で，死亡

または脳性麻痺等の後遺障害が生じたとして訴訟

が提起されていた．海外における新生児診療に関連

した訴訟や苦情の文献レビューでは，患者側からの

訴えの多くが診断・治療の遅れと不適当さであり，

不適切な医療アドバイスなどコミュニケーション

不足も重要なカテゴリーであると報告している 10)．

その根底にあるのは医療者の知識不足や経験不足

であるが，個人のミスによるものは非常にまれで，

ミスの連鎖による「システム障害」が多くを占める

としている．Fanaroff らは，新生児診療の安全性を

高める方法として，他施設の医療過誤訴訟を「他山

の石」として自施設の安全対策を実施すること，お

よびエビデンスに基づくガイドラインに重点を置

いたスタッフトレーニングを挙げている 41)． 

 

〈結語〉 

平成時代における新生児関連医療訴訟は，原因疾

患と多様性において昭和後期とは異なっていた．訴

訟は，診断・治療の遅れや不十分な診療と説明に対

して提起されていた．診断・治療については，医師

の裁量に委ねられていると判示される傾向にある

が，判例にあるように「新生児学的にみて絶対適応」

がある場合には「裁量の余地はない」と言える．新

生児診療に関わる医療者は，様々な新生児疾患につ

いて，検査・治療介入の適応となる条件や家族への

説明内容・タイミングを常に念頭において診療に臨

む必要がある． 
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Analysis of medical malpractice lawsuits related to neonatal care 

during the Heisei era 
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Shigeo IIJIMA 

 

This study compared neonatal-related medical lawsuits in the Heisei era (1989–2019) with those in 

the late Showa era (1975–1987). In particular, cases involving lawsuits pertaining to neonatal care that 

were filed in the Heisei era were extracted and analyzed.  

In the late Showa era, retinopathy of prematurity accounted for the majority (54%) of neonatal-

related lawsuits, whereas in the Heisei era, the majority (53%) of neonatal-related lawsuits were 

associated with neonatal asphyxia. In the Heisei era, 33 lawsuits dealt with neonatal care, and patients 

won in 19 (59%) of these cases. All lawsuits associated with bilirubin encephalopathy cited medical 

negligence in duties to closely follow up with bilirubin tests and provide appropriate instructions to see 

the doctor. In some cases of neonatal methicillin-resistant Staphylococcus aureus (MRSA) infection, the 

court ruled that the patient was obligated to receive anti-MRSA medication even before identification of 

the causative organism. In a case of periventricular leukomalacia (PVL), a causal relationship between 

postnatal respiratory management and PVL was found, as well as a causal relationship between delayed 

disclosure of the patient’s PVL to the family and a subsequent diagnosis of cerebral palsy. In cases 

involving a neonatal life-threatening event, patients won all cases related to prone sleeping position. 

Medical personnel won all cases related to early skin-to-skin contact for mothers and their neonates and 

all cases related to rooming-in. In many cases regarding respiratory disorders, directives about 

examination and treatment were left to the physician's discretion, but in some cases, something 

considered “absolutely appropriate from a neonatological point of view” fell outside the scope of 

discretion.  

Medical personnel should always consider the conditions that indicate the need for examination and 

therapeutic intervention and the content and timing of explanations to families regarding various 

neonatal diseases. 
 

 


